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社会経済状態と健康との関連
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抄　　　　　録

　2000年代半ばより，わが国では「格差社会」という言葉がよく聞かれるようになった。非正規雇用割合の増大，失業

率の増加等で低所得者が増え，所得格差が拡大している傾向にある。所得格差が拡大することは，ただ貧富の差が広が

るのみならず，生活面の格差にも影響を及ぼす。本研究では「所得格差」と「生活面での健康格差」との関連性に着目

した。高所得であれば体調が悪いと感じたら医療機関で受診する，健康診断を受診して疾病の予防に努めることが可能

である。一方で，低所得のため，診察や健康診断の受診をためらう等健康を守る活動を行えず，健康意識の低い生活を

するようになれば，疾病に罹る危険性も増してくる。人間が生活していく中で，健康は必要不可欠な要素の一つであり，

所得格差と健康生活指標との関連性を調査，分析し，社会経済状態と健康との関連における実態を明らかにする。

１．は　じ　め　に

　わが国では，非正規雇用労働者が増加し，正規雇用

労働者が減少している。総務省の労働力調査１)より，正

規・非正規雇用の割合の推移を図１に示す。上半期，下

半期または四半期毎に集計されている年は平均値をとっ

て，１年毎の割合を算出している。正規雇用割合は年々

減少し，それに伴い非正規雇用割合が増加している。現

在では，正規雇用が約６割に対して非正規雇用が約４割

となっている。

　また，完全失業率に関しても，総務省の労働力調査２)

より，図３に推移を示す。月毎に集計されているため，

１年毎の完全失業率を算出している。2011年以降，完全

失業率は減少傾向にはあるものの，長期的に比較すると

高いといえる。

図２　完全失業率推移
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図１　正規・非正規雇用割合推移
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　非正規雇用，失業率の増加は貧困率を高め，社会的不

平等，所得格差拡大をもたらすことが懸念される。

　所得格差が拡大すれば健康面への影響も出てくる。

LochnerやKicher，の研究によると，収入による不平等

が大きい地域で生活している人々は，収入による不平等

が小さい地域で生活している人々より死亡リスクが増加

していたと報告している３)， ４)。

　所得格差が健康状態にも影響している可能性は極めて

高いといえる。

２．目　　　　　的

　本研究では，社会経済に関する指標と健康に関する指

標とを分析し，社会経済状態が健康に及ぼす影響につい

て実態を把握することを目的とする。社会経済では所得，

健康に関しては，生活習慣病，精神疾患，特定健診に着

目する。

３．方　　　　　法

３. １所得格差および健康格差の推移

　まず，都道府県別に所得の不平等と健康指標との関連

性を調査するため，「政府統計の総合窓口」e-statより，

所得と健康に関するデータを入手し，分析した。

　所得については，総務省から刊行されている「就業構

造基本調査」2012（平成24）年の世帯所得別世帯数を用

いて都道府県別のジニ係数を算出した。

　就業構造基本調査では，都道府県別所得階層ごとに世

帯数が表示されている。所得は，100万円未満，100～

199万円，200～299万円，300～399万円，400～499万円

といった形式で区切られているため，100万円未満であ

れば中央値に近い50万円，100～199万円であれば150万

円を代表値としてジニ係数算出に用いる。一番高い階層

の区切りは2000万円以上であるが，この階層は代表値を

取れないため，一番高い階層は1500～1999万円の代表値

1750万円とする。

　ジニ係数：ｎ数ある値を昇順に並べ，各値ｉ番目の値

x_iから全ての値を減算した絶対値がｎ数算出されるの

で，絶対値n分の合計を求める。その合計の値を，2n^2

と平均値x
－
で除算することで求まる。

　所得分配を測る上でもっともよく用いられる尺度であ

る。０～１までの値をとり，０は格差が小さく１に近づ

くと格差が拡大することを意味する。

Gini coefficient ＝───∑∑|xi－xj| 

　就業構造基本調査５)，６)，７)は平成14，19，24年度と発

行されているため，各年度の全国のジニ係数を算出し，

わが国の所得格差の推移を調査した。

３. ２所得の不平等と健康生活指標との関連性

　健康指標に関しては，「都道府県のすがた」８)より「生

活習慣病による死亡者数（人口10万人当たり）2012年」，

厚生労働省の「特定健康診査・特定保健指導に関するデー

タ」９)より「特定健康診査受診率」「メタボリックシン

ドローム該当者割合」を用いた。

　また，所得格差とこころの健康との関連性も調査する

ため，厚生労働省の「平成26年　患者調査」10)より，「Ⅴ

精神及び行動の障害」の外来と入院の都道府県別受療率

を用いた。

　上記のことを考慮して，ジニ係数と健康生活に関わる

指標との相関係数を算出する。

３. ３所得階層別健康指標との関連性

　就業構造基本調査では，都道府県別世帯数が表示され

ている。世帯数は，人口の多い県と少ない県で差がある

ため，都道府県毎の比較には適切ではない。都道府県別

の人口数の影響を除くため，表１の例に示す如く，各所

得の世帯数を世帯数の合計で除し，世帯数を割合として

算出した。表１の例では，全世帯数が800世帯，所得300

万円未満の世帯が100世帯存在する。所得300万円未満の

世帯が全世帯のどのくらいの割合存在するかは，100世

帯を800世帯で除算することにより，0.125という値が求

まる。割合で求められた値を用いることで各都道府県人

口の多寡の影響は避けられる。表１の例では，所得600

万～999万円の世帯数が多いので，所得600万～999万円

の世帯割合も高くなる。所得が高い世帯が多い都道府県

では，所得が高い世帯の割合が大きくなり，所得が低い

世帯が多い都道府県では，所得が低い世帯の割合が大き

1
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くなることを示す。

　上記の計算方法で，所得階層別世帯割合毎に健康指標

との相関係数を算出した。

表１　所得階級別世帯割合の算出方法（例）

４．結果および考察

４. １所得格差および健康格差の推移

　就業構造基本調査は５年ごとに発行されており，平成

14年，19年，24年，就業構造基本調査の全国データより，

ジニ係数を算出した。

　図３に，就業構造基本調査より算出した世帯所得ジニ

係数推移を示す。全国的にみると，ジニ係数の値が少し

ではあるが増加傾向にある。ジニ係数の値が異なるもの

の，厚生労働省の所得再分配調査においても，ジニ係数

は増加傾向にある11)ため，わが国は所得格差拡大の傾向

にあるといえる。

図３　就業構造基本調査より算出した世帯所得ジニ係数推移

　統計でみる都道府県のすがたより，生活習慣病による

死亡者数（人口10万人当たり）のジニ係数を算出して推

移したものを図4に示す。値が小さいが増加傾向であり，

特に2012年から2013年にかけて増加している。生活習慣

病における健康格差も拡大傾向にあるといえる。

図４　生活習慣病による死亡者数（人口10万人当たり）ジニ

係数推移

４. ２ 所得の不平等と健康指標との関連性

　都道府県別世帯所得のジニ係数と健康生活指標とのピ

アソンの相関係数を算出した。結果を表2に示す。

表２　ジニ係数と健康生活指標との相関係数

**p＜.01  *p＜.05

　各指標とジニ係数との関連に関しては，「生活習慣病

による死亡者数（人口10万人当たり）」，「メタボリック

シンドローム該当者割合」，「精神及び行動の障害受療率

（入院）」，精神及び行動の障害受療率（外来）が正の有

意な相関関係が認められた。

　「特定健康診査受診率」が負の有意な相関関係が認め

られた。

　図５にジニ係数を都道府県の地理情報にした図を示

す。色が白に近い地域ほどジニ係数が低い地域であり，

色が黒に近い地域ほどジニ係数が高いことを意味する。

首都圏に近づくほどジニ係数が低い，つまり所得格差が

小さく，北と南にかけて首都圏から遠ざかるほど色が黒

く所得格差が大きいといえる。

所得
階級

所得300
万未満

300～599
万

600 ～
999万

1000万以
上

合計

世帯数 100 200 300 200 800

割合 0.125 0.25 0.375 0.25 1

生活習慣病による死亡者数
（人口10万人当たり）

0.430 **

特定健康診査受診率 -0.375 *
メタボリックシンドローム該当者割合 0.411 **

精神及び行動の障害受療率（入院） 0.764 **

精神及び行動の障害受療率（外来） 0.563 **
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図５　都道府県別ジニ係数

　図６に都道府県別生活習慣病による死亡者数（人口10

万人当たり）を地理情報にした図を示す。色が白に近い

地域ほど都道府県別生活習慣病による死亡者数が少ない

地域であり，色が黒に近い地域ほど生活習慣病による死

亡者数が多いことを意味する。関東地方は生活習慣病に

よる死亡者数が少なく，東北地方，中部，山陰地域が生

活習慣病による死亡者数が多いといえる。

図６　都道府県別生活習慣病による死亡者数（人口10万人当たり）

　図７に精神及び行動の障害受療率（入院）を地理情報

にした図を示す。色が白に近い地域ほど精神及び行動の

障害受療率が少ない地域であり，色が黒に近い地域ほど

精神及び行動の障害受療率が多いことを意味する。首都

圏に近づくほどこころの病で入院する患者が少なく，首

都圏から遠ざかるほどこころの病で入院する患者が多い

といえる。

図７　精神及び行動の障害受療率（入院）

　上述の結果より，わが国では首都圏に近い地域ほど所

得格差が少なく，生活習慣病で亡くなる人およびこころ

を病む患者が少ないことが言える。

　因果関係を証明するものではないが，所得格差が拡大

されている地域では生活習慣病で亡くなる患者が多いこ

とから，所得格差の拡大は健康格差にも影響しているこ

とが懸念される。

４. ３所得階層別健康指標との関連性

　所得階層別世帯割合と健康指標との相関係数を算出し

たところ，「生活習慣病による死亡者数（人口10万人当

たり）」，「メタボリックシンドローム該当者割合」「精神

及び行動の障害受療率（入院）」「精神及び行動の障害受

療率（外来）に関しては，所得300～399万円の世帯から

低所得世帯に関しては負の相関関係，所得400～499万円

から高所得の世帯では負の相関関係が認められた。

　図８に，所得階層別生活習慣病死亡者数とメタボリッ

クシンドローム該当者割合との相関係数，図９に所得階

層別精神及び行動の障害受療率（入院）・精神及び行動

の障害受療率（外来）との相関係数を示す。

　低所得世帯が多い地域ほど生活習慣病による死亡者

数，メタボリックシンドローム該当者割合，精神及び行
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動の障害受療率が高くなり，高所得世帯が多い地域ほど

生活習慣病による死亡者数が少なく，メタボリックシン

ドローム該当者割合，精神及び行動の障害受療率も少な

いといえる。

図８　所得階層別生活習慣病死亡者数とメタボリックシンド

ローム該当者割合との相関係数

図９　所得階層別精神及び行動の障害受療率（入院）・精神

及び行動の障害受療率（外来）との相関係数

　図10に，所得階層別特定健康診査受診率との相関係数

を示す。「特定健康診査受診率」に関しては，所得300～

399万円の世帯から低所得世帯に関しては負の相関関係，

所得400～499万円から高所得の世帯では正の相関関係が

認められた。低所得世帯が多い地域ほど健康診断受診率

が低い，高所得世帯が多い地域ほど健康診断受診率も高

いといえる。

図10　所得階層別特定健康診査受診率との相関係数

　Tonyは，低所得世帯の人々の死亡率は，高所得世帯の

人々の約２倍であったと指摘しており12)，本研究も低所

得割合が多い地域ほど，生活習慣病死亡者数とメタボ

リックシンドローム該当者割合が多いという結果が得ら

れたため，低所得は高所得に比べて疾患に罹患しやすく

なることが示唆された。

５．ま　　と　　め

　本研究では，社会経済状態と健康指標との関連性を分

析調査してきた。所得格差が大きい，また世帯所得が低

い世帯が多い地域ほど，特定健康診査受診率は低く，生

活習慣病死亡者が多かった。地域の特徴としては，首都

圏から離れるほど格差拡大と死亡者が多い傾向であっ

た。このことから，格差拡大や貧困は，人間の生活や行

動にも影響を与え，疾病に罹患する可能性があること，

その傾向は都市部より地方で顕著であることが示唆され

た。

　近藤は，質問紙調査において，低所得層で健康に好ま

しくない生活習慣をもつ回答者が多いこと，社会経済的

地位が低い群で，歩行時間が短い，検診を受けていない

者，転倒歴がある者の割合が多かったこと，農村的地域

では都市的地域に比べて，生活満足感の「満足している」，

主観的幸福感が「高い」者の割合が低かったこと等を報

告している13）。厚生労働省の「平成26年国民健康・栄養

調査報告」によると，低所得世帯ほど喫煙習慣，健診未

受診者の割合が有意に高いという結果になっている14）。

本研究でもこれらの報告と同じように，所得が低い世帯
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が多い地域ほど特定健康診査受診率が低く，生活習慣病

死亡者の割合が高かった。さらに，精神及び行動の障害

受療率も高い結果となった。

　所得格差が拡大し，社会に希望が持てなくなると，健

康に対する意識も低下し，健康を損なうような生活を送

り，健康診断を受けないため，疾病を予防できない，疾

病に罹患しても受診せず治療できない，治療できないた

め仕事ができない，といった悪循環も十分に考えられる。

　健康を守るためには，特に，地方での所得格是正，検

診受診率を向上させて健康を維持，促進していく必要が

ある。
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